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平成 30 年度 岡崎市の災害医療体制・取組の概要 

 

１ 基本情報（平成 30 年４月１日現在） 

・人口＝３８６，９４３人 ・世帯数＝１６０，７８３世帯 

 

２ 医療機関数等（平成 30 年３月 31 日現在） 

・病 院＝１４施設（うち透析実施病院３） 

・診療所＝３９６施設（医科２３１『うち透析実施施設７』、歯科１６４） 

・薬 局＝１４３施設 

 

３ 岡崎市災害対策本部 

・設置基準 

⑴次の警報の一以上が市に発表されたとき。 

ア大雨警報 

イ暴風警報 

ウ洪水警報 

エ暴風雪警報 

⑵震度４以上の地震が発生したとき。（気象庁発表の震度） 

⑶矢作川洪水警報が発表されたとき。（水防警報） 

⑷大規模な災害が発生するおそれのあるとき、又は発生したとき。 

⑸その他市長が必要と認めたとき。 

・設置場所＝原則、東庁舎２階大会議室。第２非常配備体制以上の場合は、状況に応じ

東庁舎１階防災展示コーナーも使用する。 

 ※本部設置後、市保健所は市災害対策本部に職員を派遣し、情報収集にあたらせる。 

 

４ 岡崎市保健所(保健企画課)初動体制 

 ・震度６弱以上の地震が発生した場合、市災害対策本部が医療救護活動の開始を決定し

た場合、職員はあらかじめ決められた保健所、市災害対策本部または、岡崎幸田災害

医療対策本部等に参集する。 

 ・保健所に参集した職員は、医療救護所の設置状況、病院等の稼働状況を把握。医師会、

歯科医師会、薬剤師会、市災害対策本部、岡崎幸田災害医療対策本部等との連絡体制

を確立し、各機関との情報共有を図る。 

・必要に応じて、医療救護所や避難所等への医療的支援を手配・調整する。 

・市及び市内各機関の資源を以ってしても被災地からの支援要請に応えられないときは 

保健所本部から岡崎市民病院内に設置する岡崎幸田災害医療対策本部に対して、医療

チーム(ＤＭＡＴ等)や医薬品等の支援を要請する。 

 

４－１ 岡崎市保健所（保健企画課）が保有する主な通信機器 

・県広域災害救急医療情報システム(ＥＭＩＳ)用携帯電話（１）※県からの貸与 

・県広域災害救急医療情報システム(ＥＭＩＳ)用ノートパソコン（１）※県からの貸与 

・県広域災害救急医療情報システム(ＥＭＩＳ)用モバイルＷｉ-Ｆｉルータ（１）※県か 

らの貸与 

・県高度情報通信ネットワークシステム(インターネット機能のみ利用可) 

・市保健所内固定電話（９）、ＦＡＸ（３） 

資料１ 



2 
 

・市デジタル地域防災無線（固定型１、車載型２） 

・市衛星携帯電話（１） 

・市防災携帯電話（１）(災害時優先型) ※市防災危機管理課からの貸与 

・市保健所携帯電話(保健所本部用。災害時優先型)(３) 

・市保健所携帯電話(岡崎幸田災害医療対策本部用。災害時優先型)(２) 

 

５ 地震一時避難場所 

・地震一時避難場所数＝79 カ所（風水害を合わせた指定避難所 107 カ所） 

・避難所設置要件＝①震度５強以上 ②その他 

 ・各避難所には、避難所運営担当者(市職員)を配置している。 

 

６ 圏域災害拠点病院（岡崎市民病院：一般病床 715 床） 

・院内災害対策本部の設置＝災害状況により設置。 

・ＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム）２チーム保有。ＤＭＡＴ専用車両あり。 

・愛知県が委嘱した地域災害医療コーディネーター１名配置。(中野浩医師) 

 ・平成 25 年度⇒市民病院周辺道路を緊急輸送道路に指定。 

 ・主な通信機器⇒市デジタル地域防災無線、ＥＭＩＳ、衛星携帯電話、県高度情報通信

ネットワークシステム(インターネット機能のみ利用可)、愛知県医師会無線ほか。 

 ・災害時には、必要に応じて、院内に警察官詰所が設置される。 

・災害時には、必要に応じて、市消防職員が連絡員として派遣される。 

・平成 27 年９月 1 日から入院ベッド 15 床を配置した救命救急棟センターが稼働。 

・最近の訓練 

○26.10.11＝県主催中部ブロックＤＭＡＴ実動訓練実施(同時開催：岡崎市民病院集団 

災害訓練、岡崎幸田災害医療対策本部設置運営訓練) 

○27.08.22＝岡崎市民病院集団災害訓練(同時開催：岡崎幸田災害医療対策本部設置運 

営訓練） 

○28.08.06＝平成 28 年度大規模地震時医療活動訓練（同時開催：岡崎幸田災害医療対 

策本部設置運営訓練） 

○29.10.14＝岡崎市民病院集団災害訓練（同時開催：岡崎幸田災害医療対策本部設置 

運営訓練） 

○30.10.12＝岡崎市民病院集団災害訓練（同時開催：岡崎幸田災害医療対策本部設置 

運営訓練） 

 

７ 圏域後方支援病院（民間５病院） 

・後方支援機能稼働震度＝震度６弱以上（医療救護所と同じ要件） 

・参加５病院＝北斗病院（仁木町）、宇野病院（中岡崎町）、岡崎南病院（羽根東町）、 

三嶋内科病院（六供町）、冨田病院（本宿町） 

・応援体制＝岡崎市医師会・岡崎歯科医師会・岡崎薬剤師会から医療救護チーム等の応

援体制あり。(平成 30 年度)＝総勢 78 人（医師 58 人、歯科医師 15 人、薬剤師５人） 

・主な通信機器＝市デジタル地域防災無線、ＥＭＩＳ用携帯電話、院内固定電話ほか。

※一部の病院には衛星携帯電話あり。 

 ・最近の訓練 

○平成 26 年度から保健所と各後方支援病院の間で、市デジタル地域防災無線を使った 

定期通信訓練を実施(原則年２回。毎年実施予定) 

○26.10.11＝県主催中部ブロックＤＭＡＴ実動訓練に宇野病院が参加。患者搬送訓練 
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を実施 

○27.07.09＝全後方支援病院及び葵セントラル病院を対象に、ＥＭＩＳ入力訓練実施 

○27.08.22＝後方支援病院ＥＭＩＳ入力訓練に続く訓練として、岡崎市民病院におい     

      て岡崎幸田災害医療対策本部設置運営訓練を実施し、ＥＭＩＳ入力情報

の掲示・共有を実施。 

○28.07.15＝全後方支援病院及び葵セントラル病院を対象に、ＥＭＩＳ入力訓練実施 

○28.08.06＝岡崎市民病院において岡崎幸田災害医療対策本部設置運営訓練を実施し、 

ＥＭＩＳ入力情報の掲示・共有を実施。 

○29.10.14＝岡崎市民病院において岡崎幸田災害医療対策本部設置運営訓練を実施し、 

ＥＭＩＳ入力情報の掲示・共有を実施。 

○30.10.12＝岡崎市民病院において岡崎幸田災害医療対策本部設置運営訓練を実施し、 

ＥＭＩＳ代行入力及びＥＭＩＳ入力情報の掲示・共有を実施。 

○30.11.19＝宇野病院において地震災害時後方支援病院訓練を実施。 

 

７－１ 透析実施医療機関(市内 10 施設：内訳＝病院３・診療所７ 別に幸田町１) 

 ・病 院＝岡崎市民病院 

葵セントラル病院・・・岡崎市デジタル地域防災無線配備 

北斗病院 

・診療所＝葵クリニック西岡崎 

岡崎北クリニック 

日名透析クリニック 

美合クリニック 

むつみ内科 

岡崎メイツ腎睡眠クリニック 

クリニック大倉 

 ・最近の出来事 

○30.10.01＝台風 24 号による停電あり。非常電源の稼働状況や電力会社との連絡体制 

について課題あり。 

○30.10.18＝大規模災害時の透析医療に関する意見交換会を開催。 

・(参考)平成 25 年度県調査の結果概要と課題 

①水＝大半の医療機関が「断水時は市の給水支援活動に期待している」と回答(貯水槽

等を保有している医療機関は現時点では僅かであった)。 

②電気＝大半の医療機関が「十分な自家発電設備を保有していない」と回答。中部電

力は、人命にかかわる病院を災害時の電力優先復旧対象の一つに掲げている。 

③通信設備＝大半の医療機関が「固定電話のみ保有」と回答。市は、葵セントラル病

院に市デジタル地域防災無線を配備している。 

④平時の患者指導及び災害時の安否確認体制＝大半の医療機関が、平時の患者指導及

び災害時の安否確認に関する何らかの取り組みをしていると回答。 

 ・平成 20 年２月に作成した「地震災害発生時における透析患者医療体制確保について」

を見直し、平成 28 年５月に「地震災害時における透析医療提供体制の確保等に関する

マニュアル」を作成した。 

 

８ 医療救護所（10 カ所） 

・設置震度＝震度６弱以上（その他必要と認められるとき）。 

・設置場所＝大門小、連尺小、北野小、矢作北小、矢作西小、矢作東小、矢作南小、 
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城南小、六ツ美北部小、六ツ美南部小。※災害の状況により増設あり。 

・設置期間＝原則、設置から 72 時間(３日間) 

・医療救護所(平成 30 年度)＝総勢約 198 人体制 

（医師 82 人、歯科医師 47 人、薬剤師 39 人、市職員 30 人） 

 ・主な通信機器＝①市デジタル地域防災無線(１台×10 カ所。避難所と兼用) 

②市保健所携帯電話(災害時発信優先。１台×10 カ所) 

 ・医療資材等＝①10 カ所の小学校防災倉庫に医療用備蓄あり。 

        ②岡崎市医師会が災害時に備蓄医薬品等を持参(黄色リュック)。 

        ③岡崎薬剤師会が災害時にランニング備蓄医薬品を持参(赤色リュック)。 

        ※医療救護所で人員や医薬品等が不足した場合は、まずは、市保健所へ

支援要請。さらに、市内の資源で不足する場合は、市保健所から岡崎

幸田災害医療対策本部を通じて県本部へ支援を要請。県本部は、あら

かじめ締結した協定等に基づき、各圏域の医薬品資材等卸拠点事業者

(市内では矢作町の東邦薬品(株)岡崎営業所)に支援を要請する等の措

置をとる。） 

 ・患者搬送車両の確保＝医療救護所から災害拠点病院や後方支援病院に患者搬送を行う

場合がある。災害初期は救急車の手配が困難なことが想定され

るため、医療機関車両、公用車などの活用も想定。ただし、救

急車以外の場合は、医師又は看護師の同乗が必須となるため、

人員の確保が課題。 

・患者搬送車両の通行許可＝災害時は主要道路における通行規制が行われる可能性があ

る。一方、多様な車両を活用した患者搬送が想定されるこ

とから、柔軟な通行許可対応が必要。警察とも引き続き協

議。 

・最近の訓練 

○26.08.31＝北野小（屋外）・六ツ美南部小（体育館）で医療救護所訓練を実施 

○27.08.30＝大門小（体育館）・六ツ美北部小（屋外）で医療救護所訓練を実施 

訓練内容：トリアージ（０・Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ）、応急手当、病院搬送など 

参加機関：医師会、歯科医師会、薬剤師会、岡崎市、地元消防団、地元      

市民 

○28.08.28＝岡崎中央総合公園で愛知県・岡崎市総合防災訓練（医療救護所訓練）を 

実施 

○29.09.03＝城南小（体育館）・連尺小（体育館）・矢作西小（屋外）で医療救護所訓 

練を実施。 

訓練内容：トリアージ（０・Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ）、応急手当、病院搬送など 

参加機関：医師会、歯科医師会、薬剤師会、岡崎市、地元消防団、地元 

市民 

○30.09.02＝連尺小（体育館）・矢作南小（体育館）で医療救護所訓練を実施 

訓練内容：トリアージ(０・Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ)、応急手当、病院搬送など 

参加機関：医師会、歯科医師会、薬剤師会、岡崎市、地元消防団、地元 

市民 

 

９ 消防・救急体制 

・消防署＝１０カ所（３本署、２分署、５出張所） 

・救急車＝１４台（すべて高規格救急車） 
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・消防団＝２１団 １０７部 団員数＝１，５１７人（機能別団員含む）。 

※緊急時ヘリポート設置可能カ所＝１３カ所 

 

10 岡崎幸田災害医療対策本部(岡崎市民病院内に設置) 

愛知県が西三河南部東医療圏における地域災害医療対策会議として岡崎市民病院内に

設置する本部。※災害急性期においては、ＤＭＡＴ本部が置かれる岡崎市民病院内に本

部を設置し、中長期においては岡崎市保健所に本部を移設する計画。 

・設置震度＝震度６弱以上（その他必要と認められるとき） 

・同本部では、圏域の被災状況や医療情報を収集し、岡崎市民病院及び同病院を拠点に

活動するＤＭＡＴに対して情報を提供し、圏域災害医療コーディネーターとの連携の

下、県からの支援を市町へ配分。加えて、圏域から県本部に対する支援要請をする。 

 ・同本部の筆頭事務局は県西尾保健所。事務局は、県西尾保健所、岡崎市保健企画課、

幸田町健康課。 

 ・最近の訓練 

○26.02＝岡崎幸田災害医療対策本部設置要領制定 

○26.10＝岡崎市民病院において初めての本部設置運営訓練を実施 

○27.02＝本部設置及び初動業務に関するマニュアル素案作成 

○27.08＝岡崎市民病院において本部設置運営訓練を実施 

○28.02＝西三河南部東医療圏医療救護活動計画を策定 

○28.08＝岡崎市民病院において本部設置運営訓練を実施 

○28.08＝岡崎中央総合公園において本部設置運営訓練を実施 

○29.10＝岡崎市民病院において本部設置運営訓練を実施 

○30.10＝岡崎市民病院において本部設置運営訓練を実施 

 

11 医療関係機関との災害協定 

・災害時の医療救護に関する協定（一般社団法人岡崎市医師会 平成 17 年３月締結） 

・同上             （一般社団法人岡崎歯科医師会 平成 17 年３月締結） 

・同上             （一般社団法人岡崎薬剤師会 平成 17 年３月締結） 
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平成 30 年度 幸田町の災害医療体制・取組の概要 
 

 

１ 基本情報（平成３０年４月１日現在） 

・人口＝４１，２９６人 ・世帯数＝１５，４０４世帯 

 

２ 医療機関数等（平成３０年３月３１日現在） 

・病 院＝１施設（うち透析実施０） 

・診療所＝３９施設（医科２５『うち透析実施１』、歯科１４） 

・薬 局＝１２施設 

 

３ 幸田町災害対策本部 

・本部設置震度＝震度４以上又は隣接市において震度５弱以上の地震が発生したとき。 

・設置場所＝幸田町役場本庁舎３階 

 ※東海地震予知情報・警戒宣言、東海地震注意情報が発表された場合は、地震災害警

戒本部を設置し、全職員が参集する。 

 

４ 幸田町健康課初動体制 

 ・地震により町災害対策本部が設置された場合は、あらかじめ決められた職員が役場本

庁舎又は保健センターに参集。 

 ・保健センターに参集した職員は、病院等の稼働状況、医療救護所の設置状況を把握。

医師会、歯科医師会、薬剤師会、町災害対策本部、岡崎幸田災害医療対策本部等との

連絡体制を確立し、各機関との情報共有を図る。 

・必要に応じて、医療救護所や避難所等への医療的支援を手配・調整する。 

・町及び町内各機関の資源を以ってしても被災地からの支援要請に応えられないときは 

県が岡崎市民病院内に設置する岡崎幸田災害医療対策本部に対して、医療チーム(ＤＭ

ＡＴ等)や医薬品等の支援を要請する。 

 

４－１ 幸田町健康課が保有する通信機器 

・町デジタル地域防災無線（ＭＣＡ無線６）、健康課固定電話（２）、ＦＡＸ（１） 

 

５ 地震一時避難場所 

・地震一時避難場所数＝６５カ所（風水害を合わせた避難所７１カ所） 

・避難所設置要件＝必要に応じて設置 

 

６ 圏域災害拠点病院（岡崎市民病院） 

 

※岡崎市と同じ 

 

７ 圏域後方支援病院（民間５病院） 

 

※岡崎市と同じ 
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７－１ 透析実施医療機関(町内１施設) 

 ・診療所＝三河クリニック 

 ・平成 20 年 2 月に作成した「地震災害発生時における透析患者医療体制確保について」

を見直し、平成 28 年５月に「地震災害時における透析医療提供体制の確保等に関する

マニュアル」を作成した。 

 

８ 医療救護所（４カ所） 

・設置要件＝必要に応じて設置 

・設置場所＝北部中・幸田中・南部中・勤労者体育センター 

・医療救護体制（平成３０年度）＝総勢８５人体制（医師２５人、歯科医師１４人、 

薬剤師４人、医師会職員２０人、町職員２２人 

 ・主な通信機器＝町デジタル地域防災無線（ＭＣＡ無線） 

 ・医療資材等＝小学校の防災倉庫、救護所に医療用備蓄あり 

 ・最近の訓練＝平成 26 年 9 月 6 日、防災訓練において救護所設置訓練実施 

        平成 27 年 2 月 18 日、南部中学校にて救護所設置訓練実施 

        平成 28 年 1 月 21 日、勤労者体育センターにて救護所設置訓練実施 

        平成 29 年 2 月 8 日、北部中学校にて救護所設置訓練実施 

        平成 29 年 11 月 19 日、荻谷小学校にて救護所設置訓練実施 

 

９ 消防・救急体制 

・消防署＝１カ所（１署） 

・救急車＝３台（すべて高規格救急車） 

・消防団＝１団４分団（１４７人） 

※緊急時ヘリポート設置可能カ所＝１６カ所 

 

10 岡崎幸田災害医療対策本部(岡崎市民病院内に設置) 

 

※岡崎市と同じ 

 

11 医療関係機関との協定 

・災害時の医療救護に関する協定 （一般社団法人岡崎市医師会 平成 18 年１月締結） 

・同上             （一般社団法人岡崎歯科医師会 平成 18 年１月締結） 

・同上              （一般社団法人岡崎薬剤師会 平成 18 年１月締結） 

 

 

 

 

 


